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令和 7 年度 実施 （金抜き） 設計書（当初）

設 計 書 番 号 2 福 津 市 役 所 下水道課
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報

単 価 区 分 実　　施
諸

経

費

情

報

諸 経 費 区 分 公共 令和06年10月01日

単 価 適 用 地 区 北九州3:宗像市(除大島)､福津市 諸 経 費 工 種 下水道工事（４）

単 価 適 用 世 代
当　初 施 工 地 域 補 正 補正無し

令和07年04月01日 公共 前 払 い ３５％を超え４０％以下

歩 掛 適 用 年 月 日 令和06年10月 公共(令和07年02月01日) 諸 経 費 調 整 区 分

当　　初 適　　用

【補助】管更生工法φ
250

工 事 価 格 計

消 費 税 相 当 額

工 事 費

当 初 請 負 金 額 当 初 設 計 額

変 更 請 負 金 額

消 費 税 相 当 額

工 事 費

 福津市



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）

総           括           表

費  目  ・  工  種  ・  種  別  ・  細  目 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

工事費
1    式

  本工事費
1    式

    【補助】管更生工法φ250
1    式

合計

福津市

1



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）

本 工 事 費 内 訳 書

費  目  ・  工  種  ・  種  別  ・  細  目 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

【補助】管更生工法φ250
1    式

  管きょ内面被覆工
  反転・形成工法 1    式 Ａ   1 号

  換気工
1    式 Ａ   2 号

  管きょ更生水替工
1    式 Ａ   3 号

  マンホール工
1    式 Ａ   4 号

  交通安全費
1    式 Ａ   5 号

直接工事費計

共通仮設費計
1    式

  共通仮設費(積上げ)
1    式

    準備費
1    式

      施工前管きょ内調査工
1    式 Ａ   6 号

      施工後管きょ内調査工
1    式 Ａ   7 号

福津市

2



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）

本 工 事 費 内 訳 書

費  目  ・  工  種  ・  種  別  ・  細  目 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

  共通仮設費(率化)
1    式

    共通仮設費率分
1    式

純工事費
1    式

  現場管理費
1    式

工事原価
1    式

  一般管理費等
1    式

工事価格
1    式

  消費税等相当額
1    式

合計

福津市

3



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   1 号 A代価表 】

管きょ内面被覆工 反転・形成工法 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

更生材料
1    式 Ｂ   1 号 

反転・形成
1    式 Ｂ   2 号 

仕上
1    式 Ｂ   3 号 

仮設備
1    式 Ｂ   4 号 

        計

福津市

4



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   2 号 A代価表 】

換気工 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

換気設備
1    式 Ｂ   5 号 

        計

福津市

5



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   3 号 A代価表 】

管きょ更生水替工 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

反転・形成用水替
1    式 Ｂ   6 号 

        計

福津市

6



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   4 号 A代価表 】

マンホール工 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

組立マンホール工
1    式 Ｂ   7 号 

        計

福津市

7



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   5 号 A代価表 】

交通安全費 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

交通誘導費
1    式 Ｂ   8 号 

        計

福津市

8



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   6 号 A代価表 】

施工前管きょ内調査工 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

管きょ内洗浄工
施工前 1    式 Ｂ   9 号 

管きょ内調査工
施工前 1    式 Ｂ  10 号 

管きょ内処理工
1    式 Ｂ  11 号 

        計

福津市

9



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   7 号 A代価表 】

施工後管きょ内調査工 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

管きょ内洗浄工
施工後 1    式 Ｂ  12 号 

管きょ内調査工
施工後 1    式 Ｂ  13 号 

        計

福津市

10



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   1 号 B代価表 】

更生材料 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

更生管材
138.46 ｍ Ｃ   1 号 

        計

    単位当たり

福津市

11



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   2 号 B代価表 】

反転・形成 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

反転・引込工
132.24 ｍ Ｃ   2 号 

硬化・形成工
132.24 ｍ Ｃ   3 号 

        計

    単位当たり

福津市

12



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   3 号 B代価表 】

仕上 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

本管口切断工
14    箇所 Ｃ   4 号 

本管口仕上工
14    箇所 Ｃ   5 号 

        計

    単位当たり

福津市

13



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   4 号 B代価表 】

仮設備 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

仮設備設置・撤去工
設置 7    回 Ｃ   6 号 

仮設備設置・撤去工
撤去 7    回 Ｃ   7 号 

        計

    単位当たり

福津市

14



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   5 号 B代価表 】

換気設備 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

換気設備(管きょ更生工法)
8    日 Ｃ   8 号 

        計

    単位当たり

福津市

15



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   6 号 B代価表 】

反転・形成用水替 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

反転・形成用水替
既設管径250mm 8    日 Ｃ   9 号 

        計

    単位当たり

福津市

16



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   7 号 B代価表 】

組立マンホール工 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

内副管設置
5    箇所 Ｃ  10 号 

        計

    単位当たり

福津市

17



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   8 号 B代価表 】

交通誘導費 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

交通誘導員
26    人 Ｃ  11 号 

        計

    単位当たり

福津市

18



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   9 号 B代価表 】

管きょ内洗浄工 施工前 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

管きょ内洗浄工
132.24 ｍ Ｃ  12 号 

        計

    単位当たり

福津市

19



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  10 号 B代価表 】

管きょ内調査工 施工前 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

本管TVカメラ調査工
132.24 ｍ Ｃ  13 号 

        計

    単位当たり

福津市

20



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  11 号 B代価表 】

管きょ内処理工 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

モルタル等除去工
モルタル・油脂 5    箇所 Ｃ  14 号 

取付管突出処理工
3    箇所 Ｃ  15 号 

        計

    単位当たり

福津市

21



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  12 号 B代価表 】

管きょ内洗浄工 施工後 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

管きょ内洗浄工
132.24 ｍ Ｃ  16 号 

        計

    単位当たり

福津市

22



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  13 号 B代価表 】

管きょ内調査工 施工後 1     式 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

本管TVカメラ調査工
132.24 ｍ Ｃ  17 号 

        計

    単位当たり

福津市

23



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   1 号 C代価表 】

更生管材 1     ｍ 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

更生管材
Φ250mm　　 1    ｍ

        計

    単位当たり

福津市

24



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   2 号 C代価表 】

反転・引込工 132.24  ｍ 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

反転･引込工
既設管径250mm 更生延長18.61ｍ 18.61 ｍ 施   1 号 

反転･引込工
既設管径250mm 更生延長19.13ｍ 19.13 ｍ 施   2 号 

反転･引込工
既設管径250mm 更生延長18.82ｍ 18.82 ｍ 施   3 号 

反転･引込工
既設管径250mm 更生延長18.53ｍ 18.53 ｍ 施   4 号 

反転･引込工
既設管径250mm 更生延長18.77ｍ 18.77 ｍ 施   5 号 

反転･引込工
既設管径250mm 更生延長18.92ｍ 18.92 ｍ 施   6 号 

反転･引込工
既設管径250mm 更生延長19.46ｍ 19.46 ｍ 施   7 号 

        計

    単位当たり

福津市

25



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   3 号 C代価表 】

硬化・形成工 132.24  ｍ 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

硬化･形成工
既設管径250mm 更生延長18.61ｍ 18.61 ｍ 施   8 号 

硬化･形成工
既設管径250mm 更生延長19.13ｍ 19.13 ｍ 施   9 号 

硬化･形成工
既設管径250mm 更生延長18.82ｍ 18.82 ｍ 施  10 号 

硬化･形成工
既設管径250mm 更生延長18.53ｍ 18.53 ｍ 施  11 号 

硬化･形成工
既設管径250mm 更生延長18.77ｍ 18.77 ｍ 施  12 号 

硬化･形成工
既設管径250mm 更生延長18.92ｍ 18.92 ｍ 施  13 号 

硬化･形成工
既設管径250mm 更生延長19.46ｍ 19.46 ｍ 施  14 号 

        計

    単位当たり

福津市

26



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   4 号 C代価表 】

本管口切断工 1     箇所 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

本管口切断工
既設管径250mm 1    箇所 施  15 号 

        計

    単位当たり

福津市

27



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   5 号 C代価表 】

本管口仕上工 1     箇所 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

本管口仕上工(反転・形成工法)
既設管径250mm 1    箇所 施  16 号 

        計

    単位当たり

福津市

28



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   6 号 C代価表 】

仮設備設置・撤去工 設置 1     回 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

仮設備設置工(反転・形成工法)
既設管径250mm 1    回 施  17 号 

        計

    単位当たり

福津市

29



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第   7 号 C代価表 】

仮設備設置・撤去工 撤去 1     回 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

仮設備撤去工(反転・形成工法)
既設管径250mm 1    回 施  18 号 

        計

    単位当たり

福津市

30



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区） 下水標準 第1巻 P426                 

【 第   8 号 C代価表 】

換気設備(管きょ更生工法) 1     日 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

換気設備工(管きょ更生工法)
1    日 施  19 号 

        計

    単位当たり

福津市

31



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区） 下水標準 第1巻 P427                 

【 第   9 号 C代価表 】

反転・形成用水替 既設管径250mm 1     日 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

潜水ポンプ運転工
既設管径250mm 1    日 施  20 号 

止水プラグ
Φ250mm 1    日

        計

    単位当たり

福津市

32



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  10 号 C代価表 】

内副管設置 5     箇所 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

内副管取付工
段差 1.0ｍ未満 5    箇所 施  21 号 

内副管マンホール継手
スマートキャッチΦ200S 5    個

硬質塩化ビニル管（プレーンエンド直管）
VU,Φ200*4.0m 1    本

カラー（接着継手）
WTB，Φ200 5    個

90°曲管（VU）
90ST，Φ200 5    個

        計

    単位当たり

福津市

33



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  11 号 C代価表 】

交通誘導員 1     人 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

交通誘導警備員Ｂ
1    人日 施  22 号 

        計

    単位当たり

福津市

34



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  12 号 C代価表 】

管きょ内洗浄工 700     ｍ 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

土木一般世話役
1    人

特殊作業員
1    人

高圧洗浄車運転工
4ｔ 1    日 単   1 号 

給水車運転工
4ｔ 1    日 単   2 号 

        計

    単位当たり

福津市

35



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  13 号 C代価表 】

本管TVカメラ調査工 280     ｍ 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

測量技師
1    人

測量技師補
1    人

普通作業員
1    人

TVカメラ搭載車
2ｔ 1    日 単   3 号 

        計

    単位当たり

福津市

36



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  14 号 C代価表 】

モルタル等除去工 モルタル・油脂 9     箇所 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

土木一般世話役
1    人

測量技師
1    人

測量技師補
1    人

特殊作業員
1    人

普通作業員
1    人

TVカメラ搭載車運転
1    日 単   4 号 

超高圧洗浄車運転
1    日 単   5 号 

給水車運転
1    日 単   6 号 

        計

    単位当たり

福津市

37



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  15 号 C代価表 】

取付管突出処理工 9     箇所 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

土木一般世話役
1    人

測量技師
1    人

測量技師補
1    人

特殊作業員
1    人

普通作業員
1    人

TVカメラ搭載車運転
1    日 単   4 号 

せん孔機車運転
1    日 単   7 号 

高圧洗浄車運転
1    日 単   8 号 

        計

    単位当たり

福津市

38



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  16 号 C代価表 】

管きょ内洗浄工 700     ｍ 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

土木一般世話役
1    人

特殊作業員
1    人

高圧洗浄車運転
1    日 単   9 号 

給水車運転
1    日 単  10 号 

        計

    単位当たり

福津市

39



東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）                               

【 第  17 号 C代価表 】

本管TVカメラ調査工 280     ｍ 当り

名      称   ・   規      格 数    量 単位 単     価 金       額 明細単価番号 摘           要

測量技師
1    人

測量技師補
1    人

普通作業員
1    人

TVカメラ搭載車運転
1    日 単  11 号 

        計

    単位当たり

福津市

40
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下水道工事共通仕様書

第 1 章 総則

１．仕様書の適用

本仕様書は、福津市が発注する下水道工事について適用するものとする。

２．下水道工事の図面は、次のサイズを標準とする。

    当初設計図･････････････Ａ３（縮小）

    変更設計図、完成図･････Ａ３（縮小）

３．諸法規等の遵守

受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法令の適

用運用は受注者の責任において行わなければならない。また、諸法令に違反した場合発生するで

あろう責務が、発注者に及ばないようにしなければならない。

なお、主な法令は以下に示すとおりである。

(1) 地方自治法 (2) 建設業法 (3) 下請代金支払遅延等防止法 (4) 労働基準法 (5) 

労働安全衛生法 (6) 作業環境測定法 (7) じん肺法 (8) 雇用保険法 (9) 労働者災害

補償保険法 (10) 健康保険法 (11) 中小企業退職金共済法 (12) 建設労働者の雇用の改

善等に関する法律 (13) 出入国管理及び難民認定法 (14) 道路法 (15) 道路交通法

(16) 道路運送法 (17) 道路運送車両法 (18) 貨物自動車運送事業法 (19) 砂防法

(20) 地すべり等防止法 (21) 河川法 (22) 下水道法 (23) 航空法 (24) 軌道法 (25)

森林法 (26) 環境基本法 (27) 火薬類取締法 (28) 大気汚染防止法 (29) 騒音規制法

(30) 水質汚濁防止法 (31) 都市計画法 (32) 振動規制法 (33) 廃棄物の処理及び清掃

に関する法律 (34) 資源の有効な利用の促進に関する法律 (35) 文化財保護法 (36) 砂

利採取法 (37) 電気事業法 (38) 消防法 (39) 測量法 (40) 建築基準法 (41) 都市公

園法 (42) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 (43) 電波法 (44) 公共工事

の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 (45) 公共工事の品質確保の促進に関する法

律 (46) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

また、建設工事公衆災害防止対策要綱、その他の工事に関する諸法規並びに各種、要領・要綱・

指針・基準等を遵守し、工事の円滑な進捗を図らなければならない。

４．提出書類

受注者は、下記の関係書類等を期日までに遅滞なく提出しなければならない。

1) 着手届  2) 工程表  3) 現場代理人及び技術者通知書  4) 施工計画書  5)

材料承諾（確認）書  6) 工事写真  7) 施工管理記録  8) 完了届  9) その他

監督員が必要と認める書類

５．設計図書の照査等

(1) 受注者からの要求があり、監督員が必要と認めた場合、受注者に図面の原図を貸与するもの

とする。

(2) 受注者は、施工前及び施工途中において、契約書第 18 条第 1 項第 1 号から第 5 号に係る設

計図書の照査を行い、該当する事実がある場合は、監督員にその事実が確認できる資料を書面

により提出し、確認を求めなければならない。なお、確認できる資料とは、現場地形図、設計
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図との対比図、取り合い図、施工図等を含むものとする。また、受注者は、監督員から更に詳

細な説明又は書面の追加の要求があった場合は従わなければならない。

(3) 受注者は、マンホール等を設置する前に公共桝の位置について、必ず確認しなければなら

ない。

(4) 受注者は、契約の目的のために必要とする以外は、契約図書及びその他の図書を監督員の

承諾なくして第三者に使用させ、又は伝達してはならない。

６．請負代金内訳書

(1) 受注者は、請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）を所定の様式に基づき作成し、監

督員に提出しなければならない。

(2) 受注員は、内訳書の内容に関し受注者の同意を得て、説明を受けることができるものとす

る。ただし、内容に関する協議等は行わないものとする。

７．施工体制台帳

(1) 受注者は、工事を施行するために下請契約を締結した場合、「土木工事施工管理の手引き」

（福岡県県土整備部）により従って記載した施工体制台帳を作成し、工事現場に備えるととも

に、その写しを監督員に提出しなければならない。

(2) 受注者は、「土木工事施工管理の手引き」（福岡県県土整備部）に従って、各下請負者の施

工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律に従って、工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に掲げるとともにその写

しを監督員に提出しなければならない。

(3) 受注者は、下請契約の締結又は下請負業者から再下請の報告があった都度施工体制台帳に

記載を行い、その都度 1 号及び 2 号の規定により提出すること。

８．工事実績（ＣＯＲＩＮＳ）データ作成、登録

受注者は、工事請負金額 500 万円以上の工事について、(財)日本建設情報総合センターの工事

実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）にデータを登録し、「登録内容確認書」の写しをすみやかに

監督員に提出しなければならない。変更契約時、工事完成時及び訂正時もまた同様とする。

９．変更図等の提出

受注者は、設計図書の変更指示・協議書に基づき、変更図・数量調書等を作成し、提出しな

ければならない。

10．出来形図の提出

受注者は、契約工期の３０日前までに後片付けを除く他の工事を完了し、出来形図を提出しな

ければならない。

12．契約図書中の旧ＪＩＳの取扱い

契約図書中の製品記号で、旧ＪＩＳ明示のものは新ＪＩＳ記号（ＳＩ単位）に読み替えるもの

とする。

なお、読み替えの式は次のとおりである。 0.0980665×kgf／㎝２＝N／㎜２

13．通則

(1) 受注者は、当該工事の施工にあたり、地元住民や通過交通（歩行者・車両）等をはじめ、

公衆に迷惑等を及ぼすことのないよう十分に配慮するものとする。

(2) 受注者は、工事の着工、竣工にあたっては、地元自治会長に必ず連絡しなければならない。

(3) 受注者は、円滑な工事進捗を図るため、工事現場及び現場周辺の事前調査並びに施工時調
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査・観測等を実施し、綿密な施工計画及び施工管理を行うものとする。

(4) 受注者は、工事施工に際し、常に工事の安全に留意するとともに、建設工事に伴う騒音・

振動等の発生をできる限り防止し、災害時の防止、併せて、周辺生活環境等の保全に努め、公

衆や隣接家屋等への危険や被害等がないよう十分に配慮するものとする。

(5) 受注者は、当該工事箇所の地上及び地下の占用物件については、事前に各管理者と協議・

立会の上、確認し、その結果を監督員へ報告するものとする。また、必要に応じて試掘等によ

り位置を確認するものとする。

第 2 章 現場管理等

１．現場管理

(1) 受注者は、関係法規等を遵守し、常に工事の安全に留意し、円滑な施工管理及び災害等の

防止、併せて、周辺環境保全に努めなければならないものとする。

(2) 受注者は、前項の履行に関し、現場代理人及び主任技術者若しくは監理技術者を定め、書

面を以って届け出なければならないものとする。また、変更する場合も同様とする。なお、現

場代理人及び主任（監理）技術者は兼務することができるものとする。

1) 現場代理人は、当該工事を遂行するため、工事現場に常駐し、現場に係る運営・管理等

を行うものとする。

2) 主任技術者（監理技術者）は、当該工事の施工の技術上の管理を行うものとする。

(3) 工事施工場所が、家屋密集地域で道路幅員も狭い施工現場にあっては十分安全対策を行い、

着工前に地主と構造物等について調査立会のうえ、記録写真を工事完了まで保存しなければな

らない。万が一にも構造物に損傷を与えた時は、ただちに監督員に報告しその復旧に要する費

用は受注者が負担するものとする。

(4) 受注者は、工事に関連して周辺住民等からの苦情、または、家屋等に被害が発生した場合

は、監督員に報告するとともに、速やかに誠意を持って対応を講じるものとする。

(5) 受注者は、工事施工に際し、現場内及び第三者への事故が発生した場合は、遅滞なく監督

員に報告し、施工計画書に記載する緊急時の体制により迅速に処理しなければならないものと

する。

(6) 受注者は、工事用運搬路については、関係機関等と協議の上、経路・期間・交通誘導員・

安全施設等の必要な措置を講じるとともに、積載物の落下、路面の損傷・汚損等がないように

努め、第三者への迷惑が及ばないように留意するものとする。

２．施工計画書

(1) 受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等についての施工

計画書を監督員に提出しなければならない。

(2) 受注者は、施工計画書を遵守し、工事の施工に当たらなければならない。

(3) この場合、受注者は、施工計画書に次の事項について記載しなければならない。また、監督

員がその他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、受注者は、

維持工事等簡易な工事においては監督員の承諾を得て記載内容の一部を省略することができる

ものとする。

１）工事概要

２）計画工程表
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３）現場組織表

４）安全管理

５）指定（使用）機械

６）主要資材

７）施工方法（主要機械、補助工法施工計画、仮設備計画、工事用地等を含む。）

８）施工管理計画

９）緊急時の体制及び対応

10）交通管理

11）環境対策

12）現場作業環境の整備

13）再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法

14）その他

(4) 受注者は、施工計画書の内容に変更が生じた場合には、その都度当該工事に着手する前に

変更に関する事項について、変更施工計画書を提出しなければならない。

(5) 監督員が指示した事項については、受注者は、更に詳細な施工計画書を提出しなければな

らない。

３．施工管理

(1) 受注者は、施工管理計画を定め施工管理を実施しなければならない。施工管理計画は施工

計画書に記載しなければならないものとする。また、変更する場合も同様とする。なお、施工

管理者は、主任（監理）技術者をもって充てるものとする。

１）施工管理者は、当該工事の施工内容を把握し、施工管理計画に基づき逐次管理かつ記録

し、適正な施工管理計画を行わなければならないものとする。

2) 施工管理（工程・出来形・品質・写真）の管理基準については、福津市下水道工事施工

管理基準、福岡県県土整備部土木工事共通仕様書及び土木工事施工管理の手引き等の技術

管理基準に準拠するものとする。

４．品質管理

(1) 工事で使用する次の二次製品は、同表に定める規格又は同等以上の性能(品質)を有する

製品を使用しなければならない。なお、同等以上の性能(品質)とは、性能(品質)について、

設計図書で指定する性能(品質)又は設計図書に指定がない場合には、監督員が承諾する試験

機関の保障する性能(品質)の確認を得た性能(品質)若しくは監督員の承諾した性能(品質)を

いう。

製  品  名 規   格

１ 下水道用硬質塩化ビニル管 ＪＳＷＡＳ Ｋ－１

２ 下水道用リブ付硬質塩化ビニル管 ＪＳＷＡＳ Ｋ－１３

３ 下水道用鉄筋コンクリート管 ＪＳＷＡＳ Ａ－１

４ 下水道用強化プラスチック複合管 ＪＳＷＡＳ Ｋ－２

５ 下水道用ダクタイル鋳鉄管 ＪＳＷＡＳ Ｇ－１

６ 下水道推進工法用硬質塩化ビニル管 ＪＳＷＡＳ Ｋ－６

７ 下水道用推進工法用鉄筋コンクリート管 ＪＳＷＡＳ Ａ－２
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８ 下水道用レジンコンクリート管 ＪＳＷＡＳ Ｋ－１１

９ 下水道用推進工法用レジンコンクリート管 ＪＳＷＡＳ Ｋ－１２

１０ 下水道用ポリエチレン管 ＪＳＷＡＳ Ｋ－１４

１１ 鉄筋コンクリート製組立マンホール ＪＳＷＡＳ Ａ－１１

１２ 下水道用レジンコンクリート製マンホール ＪＳＷＡＳ Ｋ－１０

１３ 下水道用硬質塩化ビニル製小型マンホール ＪＳＷＡＳ Ｋ－９

１４ 下水道用硬質塩化ビニル製リブ付小型マンホール ＪＳＷＡＳ Ｋ－１７

１５ 下水道用硬質塩化ビニル製ます ＪＳＷＡＳ Ｋ－７

１６ 硬質塩化ビニル管（ＶＰ管） ＪＩＳ

(2) 工事で使用するマンホール鉄蓋等の鋳鉄製品については、福津市が定める性能を満たす製品

を使用しなければならない。

(3) 前 2 号に規定する二次製品の製品検査について

1) 公益社団法人日本下水道協会（以下「協会」という。）認定工場で製造された認定製品に

ついては、協会の認定工場制度により、協会が行う製品検査をもって、製品の検査とする。

2) 1）により、受注者は当該工場に出向いて製品検査を行う必要はない。ただし、市が特に

必要と認める場合は、市で定めた検査員が指定の場所・方法で検査を行うものとする。この

検査費用は、受注者の負担とする。

(4) 組立マンホールの削孔位置が間違った場合は、その製品は使用してはならない。

(5) コンクリート耐久性向上対策の対象工程は、福岡県県土整備部土木工事共通仕様書による他、

次の工種についても行うものとする。

1) 土木構造物

   マンホール・基礎・アンカー

2) コンクリート二次製品

(6) 塩化物総量規制は、鉄筋構造物を対象とし、アルカリ骨材反応暫定対策は、鉄筋無筋に関係

なく対象とする。

(7) 組立式マンホール、ヒューム管その他のコンクリート二次製品でコンクリート面に汚水が直

接接触するものについては、防食性能又は超耐久性を有するものを使用するものとする。

(8) 管基礎、管保護、埋戻し、路盤等に用いる砂・土砂・砕石等を購入する場合は、再生材を標

準とする。

(9) 再生クラッシャーランの使用にあたっては、鉄鋼スラグと再生コンクリートの複合材及び再

生コンクリート単独材の 2 種類があるので、材料使用願に使用材料を明記すること。

(10) 水硬性粒調スラグの使用にあたっては、再生コンクリートとの複合材及びスラグ単独材の

2 種類があるので、材料使用願に使用材料を明記すること。

(11) アスファルト舗装工において、改質アスファルト等を使用する場合を除き、原則として再

生アスファルト合材を使用するものとする。

(12) アスファルト舗装工において、使用する再生加熱アスファルト混合物は、玄界環境組合で

発生する一般廃棄物溶融スラグを再生資材として使用した製品とする。なお、在庫がない等の

理由により同製品が入手できない場合は監督員と協議すること。協議の結果、使用が不可能と
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判断される場合は、他のリサイクル製品若しくは新材製品への変更を行うものとする。玄界環

境組合で発生する溶融スラグを使用した製品であることの確認方法は、玄界環境組合が発行す

る出荷伝票等によるものとする。

(13) アスファルト混合物事前審査制度により認定を受けたアスファルト混合物については、事

前審査認定書（認定書及び事前審査認定アスファルト混合物総括表）の写しを工事に使用する

前に提出することで品質証明書に代えることができる。

(14) 下水道工事で使用するマンホール用可とう継手は、公的機関で耐震性（屈曲性、伸縮性及

び水密性等）の証明を受けた製品を使用しなければならない。受注者は、マンホール用可とう

継手の取付けに際し、接続部を正確に削孔若しくは切り抜く等した後、入念に仕上げなければ

ならない。

(15) 埋戻工の施工にあたっては、下記の事項に留意しなければならない。

1) 管周りの埋戻資材の締固めにおいてはタンパによる施工を標準とするが管に影響を与え

る恐れのある部分については人力締固めにより丁寧に施工しなければならない。

2) 矢板の引抜きに伴い、埋戻資材の締固度が低減すること等により、施工完了後に施工面が

沈下することを防ぐため、水締め等の適切な措置を施さなければならない。

(16) 工事でセメント及びセメント系固化材を地盤改良として使用する場合、またセメント及び

セメント系固化材を使用した改良土を再利用する場合は、六価クロム溶出試験（及びタンクリ

ーチング試験）を実施し、試験結果（計量証明書）を提出するものとする。なお、試験方法ま

た試験回数はセメント及びセメント系固化材を使用した改良土等の六価クロム溶出試験要領に

よるものとする。

(17) 仮復旧の舗装厚については、本復旧時前の舗装剥ぎ取り時に監督員が立会し、確認を行う

ものとする。

(18) 対象工事内に舗装本復旧を含まない場合、仮復旧の状態で工事の検査を行い市に引渡しが

行われることとなるが、引渡し後６月以内に埋め戻し時の転圧不足が主原因と判断できる著し

い沈降が舗装面にあった場合、舗装のやり替えを命じることがある。なお、この場合の転圧不

足が主原因とは、他に原因となるものが認められない時とする。

第３章 安全管理

１ 受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通省大臣官房技術審議官通達、令和4年2月）、

建設機械施工安全技術指針（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工

企画課長通達、平成17年3月31日）及び建設機械施工安全マニュアルを参考にして、常に工事の

安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らなければならない。

２ 受注者は、施工中、監督員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の支障となるような

行為、又は公衆に支障を及ぼす施工等をしてはならない。

３ 受注者は、建設工事公衆災害防止対策要綱（国土交通省告示第496号、令和元年9月2日）を遵守

して災害の防止を図らなければならない。

４ 受注者は、土木工事に使用する建設機械の選定、使用等について、設計図書により建設機械が

指定されている場合には、これに適合した建設機械を使用しなければならない。ただし、より条

件に合った機械がある場合には、監督員の承諾を得て、それを使用することができるものとする。

５ 受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を及ぼさないよう



下 水 道 工 事 共 通 仕 様 書

(令和 6年 4月 1日施行)

7 / 12

必要な措置を施さなければならない。

６ 受注者は、豪雨、出水、土石流、その他天災に対しては、天気予報などに注意を払い、常に災

害を最小限に食い止めるため防災体制を確立しておかなければならない。

７ 受注者は、工事現場に工事関係者以外の者の立入りを禁止する場合は板囲、ロ－プ等により囲

うとともに、立入り禁止の標示をしなければならない。

８ 受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡を行い、

安全を確保しなければならない。

９ 受注者は、工事現場を含め、周辺の整理整頓に努めなければならない。

１０ 受注者は、土木請負工事における安全・訓練等の実施について（平成４年３月１９日付け建

設大臣官房技術調査室長通達）及び建設工事の安全対策に関する措置について（建設大臣官房技

術調査室 平成４年４月１４日）に基づき、工事着手後、作業員全員の参加により月当たり半日

以上の時間を割り当て、次の各号から実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練

等を実施しなければならない。

(1) 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育

(2) 当該工事内容等の周知徹底

(3) 土木工事安全施工技術指針等の周知徹底

(4) 当該工事における災害対策訓練

(5) 当該工事現場で予想される事故対策

(6) その他、安全・訓練等として必要な事項

なお、施工計画書に当該工事の内容に応じた安全・訓練等の具体的な計画を作成し、監督員に

提出するものとする。また、その実施状況を「安全訓練等の活動報告書」に記録し、実施の都度
．．．．．

写真を添付し報告するものとする。

１１ 受注者は、所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、労働基準監督署等の関係者

及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の安全を確保しなければならない。

１２ 受注者は、工事現場が隣接し、又は同一場所において別途工事がある場合は、受注業者間の

安全施工に関する緊密な情報交換を行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等の連絡

調整を行うため、関係者による工事関係者連絡会議を組織しなければならない。

１３ 監督員が、労働安全衛生法第３０条第１項に規定する措置を講じる者として、同条第２項の

規定に基づき、受注者を指名した場合には、受注者はこれに従うものとする。

１４ 受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法等関連法令に基

づく措置を常に講じておかなければならない。特に重機械の運転、電気設備等については、関係

法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。

１５ 受注者は、施工計画の立案に当たって、既往の気象記録及び洪水記録並びに地形等現地の状

況を勘案し、防災対策を考慮のうえ、施工方法及び施工時期を決定しなければならない。特に梅

雨、台風等の出水期の施工に当たっては、工法、工程について十分に配慮しなければならない。

１６ 災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保をすべてに優先させるものと

する。

１７ 受注者は、工事施行箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の位置、深さ等

を調査し監督員に報告しなければならない。

１８ 受注者は、施工中管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、監督員に報告し、その処置
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については占用者全体の立会いを求め、管理者を明確にしなければならない。

１９ 受注者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに監督員に報告するとともに関係機

関に連絡し応急措置をとり、補修しなければならない。

２０ 交通安全管理

(1) 受注者は、作業方法・順序等について十分に検討し、交通の安全と円滑を確保するため、

必要な交通処理等の措置を講じなければならないものとする。

(2) 受注者は、道路法・道路交通法及び関係法令等を厳守し、道路管理者及び交通管理者の許

可に基づき交通処理並びに保安対策について十分に検討し、交通の安全と円滑を図るため必要

な措置を講じなければならない。また、道路標識令及び道路工事標示施設等設置基準に従い、

標示・保安施設を設置し工事に着手するものとする。

(3) 受注者は工事区間内については、常時、良好な状態に保守・点検等に努め、安全確保を図

るものとする。

第４章 建設発生土処理

１．処分地

(1) 建設発生土処分地の選定は任意とするが，原則「再生プラント」を優先すること。

(2) 処分地の選定後「建設発生土処分地計画書」を、施工後「建設発生土処分地確認書」を発注

者に提出するものとする。

２．その他

(1) 処分地までの運搬経路を発注者に報告すること。

(2) 搬出先での確認写真を発注者に提出すること。

(3) 処分地内のトラブル等は発注者に報告のうえ解決にあたること。

(4) その他の詳細については発注者と協議すること。

第５章 産業廃棄物処理

１．適正処理

産業廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき適正に処理しなければならな

い。

２．処理計画

産業廃棄物の処理場所・運搬経路・処分方法・収集運搬方法等について処理計画（施工計画書

に添付）を作成し、提出しなければならない。

３．実績報告

工事完了後、搬入状況等の確認写真（ナンバープレート及びマニフェスト番号の確認できるも

の）及び実績報告書等を提出しなければならない。

４．マニフェストの活用、管理

(1) 産業廃棄物の発生から中間処理・最終処分に至るまでの処理状況を、マニフェストシステム

の活用により、的確に把握・管理しなければならない。

(2) 適正に処理されたマニフェスト伝票のＡ票及びＤ票（Ｅ票）を監督員に提示、確認を受けた

後、厳重に保管しなければならない。
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５．舗装版切断時に発生する濁水処理

(1) 受注者は、舗装版切断時に発生する濁水を回収し、産業廃棄物(汚泥)として処理しなければ

ならない。

(2) 受注者は、他の産業廃棄物と同様に当該濁水の処理に係る産業廃棄物管理票(マニフェスト)

を監督員に提示、第 5 章 3.に基づく実績報告をしなければならない。

(3)当該濁水の処理に関し、濁水量に変更が生じた場合、受注者は濁水量を取りまとめのうえ、

監督員と協議を行い契約変更の対象とする。

(4) 受注者は、当該濁水が生じない工法(空冷式等)を採用した場合も、当該濁水と同様に吸引す

る装置の併用など、粉塵の飛散防止対策を実施するとともに、収集した粉塵については適正な

運搬・処理を実施することとし、マニフェストを監督員に提示、第 5 章 3.に基づく実績報告を

しなければならない。

６．再生資源利用計画

受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファルト混合物

等を工事現場に搬入する場合には、法令に基づき、再生資源利用計画を作成し、施工計画書に含

め監督員に提出しなければならない。

また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用計画を工事現場の公衆が見やすい場所に掲げ

なければならない。

７．再生資源利用促進計画

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建

設汚泥または建設混合廃棄物等を工事現場から搬出する場合には、法令に基づき、再生資源利用

促進計画を作成し、施工計画書に含め監督員に提出しなければならない。

また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用促進計画を工事現場の公衆が見やすい場所に

掲げなければならない。

８．実施書の提出

受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事完了後速

やかに実施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を監督員に

提出しなければならない。

９．その他

産業廃棄物の処理、処分に関しトラブルが発生した場合は発注者に報告のうえ、解決にあたる

こと。

第６章 災害防止

１．災害防止

(1) 工事場所の内外を問わず、災害の防止には特に注意し、又災害発生の場合は十分なる措置を

講じ、速やかに監督員に報告を行うこと。

(2) 降雨による不慮の災害には、特に注意し、災害の発生が予想される場合は適切な措置を講じ

ること。

(3) 降雨等による、側溝、暗渠等、土砂の堆積がある場合は速やかに排除すること。

第７章 工事損害補償
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１．第三者被害防止の措置等

(1) 受注者は、工事を施工するに当たり、第三者に及ぼす被害を可能な限り防止、軽減、回避

するため最善の努力を払い、適切な処置を講じなければならない。

(2) 受注者は、住民の理解と協力を得るように努め、連絡上の利便を図るため、「下水道工事の

お知らせ」などの文書を工事施工前の調査（事前調査）の対象となったすべての世帯に必ず配

布しなければならない。

(3)  受注者は、工事施工後に第三者へ被害を及ぼした可能性があると思われる場合、工事施工前

の調査（事前調査）結果との対比を行うため、原則として、工事施工前の調査は全ての破損個

所について計測を行い、調査対象物件等の概況を把握しておかなければならない。

２．事業損失防止調査（事前調査）

事業損失防止調査（以下「調査」という。）については、次の各号により行うものとする。

(1) 調査の目的

調査は、対象物件の配置及び現状の把握を目的とする。

(2) 調査の範囲

調査範囲は、工事区域内の全路線とし、工事が影響を及ぼすと認められる構造物・建築物とす

る。また、調査範囲については事前に市の監督員と協議・打合せを行い、計画書（調査範囲図）

を提出するものとする。

(3) 業務従事者の資格

受注者は、現場代理人の管理の基に、調査に従事する者として以下のいずれかの資格を有する

者を選任し業務にあたらせるものとする。また、いずれかの資格を有する者を責任者とし、補助

員を同行させ、二人以上で調査を実施するものとする。

1) 建築士法第２条に規定する建築士

2) 測量法第４８条に規定する測量士

3) ㈳日本補償コンサルタント協会が認定する補償業務管理士

4) その他発注者が本業務の履行にあたり上記有資格者と同等の知識及び能力を有すると認め

た者

(4) 現地踏査

受注者は、事業損失防止調査の着手に先立ち、調査区域の現地踏査を行い、地域の状況、調査

対象物件等の概況を把握しなければならない。

(5) 調査対象物件の報告

現地踏査終了後、調査予定対象物件の配置図等を調整し、監督員に報告し承諾を得なければな

らない。

(6) 立入り及び立会い

受注者は、調査のために権利者の占有する土地、建物に立ち入ろうとする場合、あらかじめ、

当該土地、建物等の権利者の同意を得なければならない。

また、調査を行う場合には、原則として権利者の立会いを得なければならない。ただし、立会

いを得ることが出来ないときは、権利者の了解を得ることをもって足りるものとする。

(7) 一般事項調査

受注者は、調査の実施にあたって、次の項目の調査をしなければならない。

1) 建物の敷地ごとに対象物件の敷地内の位置関係
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2) 対象物件の所在地並びに所有者の氏名及び住所

3) その他調書の作成に必要な事項

(8) 損傷調査

受注者は、一般事項調査が完了したときは、当該対象物件の既損個所については、その状態及

び程度を工事の施行に伴い損傷が生ずるおそれのある個所の状態を次の各号の調査を行わなけれ

ばならない。

1) 調査にあたっては、計測個所をデジタルカメラ（有効画素数は１０００万画素以上とする。）

により写真撮影する。

2) 写真は、必ず撮影対象個所を指示棒等により指示し、次の事項を明示した黒板と同時に撮

影を行うものとする。

① 調査番号、及び所有者の氏名

② 損傷名及び損傷の程度（計測）

③ 撮影年月日、撮影番号及び撮影対象個所

3) 調査は原則として次の項目について調査するものとする。

4) 対象物の全体又は一部に傾斜、沈下、亀裂、破損又は剥離等が発生しているときは、次の

調査を行うものとする。

5) 傾斜又は沈下の状況を把握するため、原則として、対象物を水準測量又は傾斜計等で計測

する。この場合の基準点は工事により使用するものとする。

6) 亀裂、破損又は剥離が発生しているときには、原則として、全ての破損個所について計測

を行う。この場合、必要に応じ当該物件の立面図等を作成し、損傷個所、状況等を記載する。

(9) 調査方法

1) 亀裂幅は、0.1mm の単位で測定する。

   また、クラックスケール等にて計測し、その測定値が確認できるよう接写を行う。

2) 亀裂長は、亀裂の発生端と終端との直線距離を 1cm の単位測定し、この直線距離をもって

亀裂長とする。

   また、クラックスケール等にて計測し、その測定値が確認できるよう接写を行う。

3) 測定結果の記録は、亀裂等の測定箇所及び写真撮影を実施した位置及び変状内容を平面図

等に記入する。

   また、測定値は「家屋等変状(クラック)測定調査書」に記入する。

(10) 成果品

受注者は、事業損失防止調査の成果品として、調査報告書（調書原紙、図面原図、カラー写真、

修正・書き込み・削除等の防止措置がなされたＳＤカード（デジタルカメラ対応改ざん防止メデ

ィアを使用する場合に限る。））をまとめ提出しなければならない。この場合、図面等の原図に

は受注者名を記載し、現場代理人又は調査員の押印を行うものとする。

３．補償・賠償

(1) 第三者に及ぼした損害に係る補償費の負担割合については、工事請負契約約款第２９条（第

三者に及ぼした損害）に基づき、被害が生じた事由などを勘案し、市と受注者で協議、確認の

上決定するものとする。ただし、補償費総額が請負金額（請負金額が変更されたときは、変更

後の請負金額）から消費税及び地方消費税相当額を除いた金額に１００分の１を乗じて得た額

以下である場合は、工事請負契約約款の第２９条の規定にかかわらず、受注者が補償費総額を
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負担するものとする。

(2) 事業損失防止調査（事前調査）の成果が粗雑などの理由で被害の認定が困難となった場合は、

受注者の責任で被害の解決に当たるものとする。

(3) 第三者に対する窓口は受注者が行うものとする。

(4) 受注者は、第三者に及ぼした損害に係る補償事務全般の処理に当たっては、公正かつ迅速

な処理に努めなければならない。

(5) 補償費の第三者への支払いは受注者が行うものとし、その支払い後補償費のうち市の負担額

を市に請求するものとする。

(6) 補償・賠償の対象となる期間は、民法第７２４条〔損害賠償請求権の消滅時効〕に定める期

間とする。

(7) 事業損失確認調査（事後調査）に係る費用は受注者の負担とする。

第８章 その他

１．その他

(1) 受注者は、工事の全部または大部分を一括して第三者に委任し、または請負わせてはなら

ないものとする。ただし、あらかじめ、本市の書面による承諾を得た場合はこの限りでないが、

下請負人については、名称その他必要事項について書面を以って通知しなければならないもの

とする。また、変更した場合も同様とする。

(2) 受注者は、当該工事において必要上、公有地及び私有地・家屋等へ立入る場合は、事前に

監督員と協議・打合せを行い、必要に応じて諸手続き等を講じ、所有者等の承諾を得て実施す

るものとする。また、作業が完了した場合も同様とする。

(3) 各種ウイルス感染予防対策については、施工に携わるそれぞれの立場で、極力、「三密」の

回避や、マスク着用・ソーシャルディスタンス（２ｍ間隔程度）等により感染予防対策に努め、

感染症及び感染症の患者に対する医療に関する法律に従って、作業従事者等の健康管理に留意

すること。

(4) 本仕様書に定めのない事項等が生じた場合については、相互協議のうえ誠意を以って解決を

図り、円滑な工事進捗に努めるものとする。
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下水道管渠更生工(自立管)特記仕様書

第１章 一般事項

１．適用範囲

(1) この特記仕様書は福津市（以下「本市」という。）が管理する下水道管路施設の

うち、内径 700mm 以下の管渠更生工事に適用し、下水道工事共通仕様書（以下「共

通仕様書」という。）と相違がある場合は、この特記仕様書が優先する。

(2) 本仕様書及び設計図書に疑義が生じた場合は、本市と請負者との協議により決

定する。

(3) 更生管の設計・施工管理に当たっては、本仕様書に定めるほか、「管きょ更生工

法における設計・施工管理ガイドライン（2017 年版）」（公益社団法人日本下水道

協会）に基づくこと。

２．適用工法

(1) 本仕様書の適用工法は、自立管の反転工法と形成工法とする。

(2) 本工事で適用できる工法は、公的機関の審査証明を得た工法であり、形成方法

にかかわらず、「管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン（2017 年

版）」（公益社団法人日本下水道協会）で示す要求性能、及び現場の施工条件に適

合する工法とする。また、採用した工法について公的機関の審査証明書を提出す

ること。

３．成果の所有等

工事及び調査に伴って得られた資料及び成果は本市の所有とする。また、工事の

成果等は本市の承諾なしに公表しないこと。

第２章 施工の条件

１．工事概要

請負者は、工事の概要として次の事項を設計図書により確認しなければならない。

(1) 工事名称

(2) 工事箇所

(3) 路線番号

(4) 施工延長（管渠延長）

(5) 既設管種

(6) 既設管内径

(7) 既設管勾配

(8) 既設管施工年度

(9) 工法分類

(10)更生後の断面

２．施工現場の条件

請負者は、工事の着手に当たって現地調査を行い、以下の施工現場の条件事項に

ついて確認しなければならない。
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(1) 道路状況

(2) 道路使用許可条件

(3) 周辺環境

(4) 進入路状況

(5) 気象・気温

(6) 仮排水

(7) 施工時間規制

(8) 排水条件

(9) 流下下水量・水位

(10)地下水位

３．既設管調査・事前処理

(1) 請負者は、下水道管渠の更生工事に先立ち既設管内を洗浄するとともに、既設

管内の状況を目視又はＴＶカメラ等によって調査しなければならない。調査の項

目は、延長、調査方法、取付管突き出し、浸入水、侵入根、及びモルタル付着等

とし、その結果をまとめた事前調査報告書を監督員に提出しなければならない。

(2) 調査判定基準については、公的機関の基準に準じて調査を実施すること。採用

する判定基準については、事前に施工計画書に明記すること。

(3) 請負者は、既設管調査の結果、更生管のシワ発生等が懸念される等、事前処理

工の必要がある場合には、監督員と協議し、管渠更生工事に支障のないように切

断・除去等により処理しなければならない。

第３章 更生管の仕様

１．更生管厚

請負者は、工事の設計条件と次の条件に基づき更生管厚の計算を行い、その結果

が確認できる資料を作成し監督員に提出しなければならない。

(1) 更生管の評価

既設管の耐荷能力を見込まないこととする。

(2) 荷重

鉛直土圧と活荷重による鉛直荷重の総和とする。なお、鉛直土圧については周

辺地盤が乱される場合を想定し、土被り 2.0ｍまでは直土圧公式、それ以上の土

被りの場合は 2.0ｍ直土圧公式の値とヤンセン公式（仮想掘削幅は既設管内径）

の値のうち大きい方を採用するものとする。

(3) 更生管厚の算定式

「下水道用硬質塩化ビニル管（JSWAS K‐1）」及び「下水道用強化プラスチック

複合管（JSWAS K‐2）」によるものとする。

２．材料特性（物性値）

請負者は、使用する更生管材が物性値の要求性能として耐荷性能（外圧強さ、曲

げ強さ、曲げ弾性係数、引張強度、引張弾性係数、圧縮強度、圧縮弾性係数）、耐ス

トレインコロージョン性（ガラス繊維を使用している更生材に適用）、耐薬品性、耐

摩耗性、耐劣化性（ガラス繊維を使用していない更生材に適用）、水密性および水理
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性能について、公的審査証明機関等の審査証明を得たもの又はこれと同等以上の品

質を有するものでなければならない。

３．流下能力について

更生管材の仕上り内径は、下記（表１）の等価内径以上を確保しなければならな

い。これ以上の更生管厚を必要とする工法は採用しない。

表１（参考） 更生管の等価最小管径

既設管（ヒューム管） 更  生  管

管径

D(mm)

粗度係数

ｎ

等価内径

Do(mm)

厚み

T(mm)

粗度係数

ｎ

200

0.013

181.2 9.4

0.010

250 226.6 11.7

300 272.0 14.0

350 317.2 16.4

400 362.6 18.7

450 408.0 21.0

500 453.2 23.4

600 543.8 28.1

第４章 施工計画

１．施工計画書に定めるべき事項

請負者は、管渠更生工事の施工に当たって、工事着手前に調査を行い、次の事項

を明記した施工計画書を作成し、監督員に提出しなければならない。

(1) 工事概要

(2) 職務分担及び緊急時の連絡体制

(3) 工事記録写真撮影計画

(4) 実施工程表

(5) 施工工法（工法選定理由・施工手順）（※）

(6) 主用機械

(7) 主用資材

(8) 材料設計および水理性能評価

(9) 材料品質証明の内容

(10)事前処理計画（※）

(11)施工管理（建設副産物等）（※）

(12)品質管理（※）

(13)環境対策

(14)安全・衛生管理

(15)材料の製造から使用までの保管期間と保管方法

(16)材料の運搬方法

(17)工事記録等の管理
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(18)その他、監督員の指示事項等

※更生工法は、採用工法により施工方法等が異なっており、またほとんどの工法が

現場で完成品（更生管）を構築する。したがって、施工に当たっては工法毎に定

められた施工手順、管理手順、管理値があり、また必要となる事前処理の程度も

異なることから、施工計画書には、これらの必要事項と管理基準を記載しなけれ

ばならない。また、現場条件によっては、通常の管理方法が採れない場合もあり、

施工計画書は個別の現場条件に適正な記載内容とする。

２．職務分担および緊急時の連絡体制

(1) 主任（監理）技術者は、建設業法に定める有資格者でなければならない。

(2) 公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を受けている更生工法の協

会・団体が実施する工法に関する研修又は講習を受け、次のいずれかの資格を有

する主任（監理）技術資格者を施工現場に配置できる者であること。

①一般社団法人日本管路更生工法品質確保協会認定の下水道管路更生管理技士資

格者証

(3) 請負者は、工事の着手に際して職務分担表を作成し、監督員に提出しなければ

ならない。

(4) 請負者は、本社責任者、現場代理人、主任（監理）技術者の氏名、緊急時の連

絡先（昼、夜）を明示した緊急時連絡体制表を作成し、監督員に提出しなければ

ならない。

３．実施工程表の作成

請負者は、工程計画の作成に当たって設計図書をはじめ、工事概要、施工現場の

条件、既設管調査、事前処理の内容等を反映し、市民の生活や交通に支障をきたさ

ないように、１サイクルで施工可能な、適切な工事の範囲をあらかじめ明示し、こ

れに必要な作業時間、養生時間に基づき工程計画を作成し、監督員に提出しなけれ

ばならない。

４．施工工法

請負者は、管渠更生工事で採用する工法が更生管に必要な構造機能、流下機能等

の仕様を満足することを、構造計算書、流量計算書に明示するとともに、工法選定

理由及び施工手順を施工計画書に記載し、監督員に提出しなければならない。

５．取付管の封鎖

(1) 請負者は、取付管の封鎖に当たっては、最終桝が宅地内に設置されている場合

は、工事着手前に当該家屋所有者に工事内容を説明し、最終桝の開閉及び止水プ

ラグ等の設置の許可を得た上で取付管の封鎖を行わなければならない。

(2) 請負者は、当該管きょに接続された家屋の最終桝が設置されていない場合は、

取付管の封鎖方法等を監督員と協議の上決定するものとする。

(3) 作業終了時は、取付管口の穿孔処理を行い、忘れずに止水プラグ等を撤去し開

放することとする。

６．その他の留意事項

(1) 請負者は、準備工、片付け工及び地先排水の水替え等についても、工事着手前
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に現場の機器設置スペース及びマンホール、最終桝の位置を確認し、使用する主

用機材を明記し、監督員に提出しなければならない。

(2) 請負者は、現地調査及びＴＶカメラ調査の結果、接続先不明もしくは未使用の

取付管があった場合には、監督員に報告し、施工前にその対応を協議の上決定す

るものとする。

(3) 請負者は、工事着手前に監督員と協議の上、地元住民に工事の内容を説明し、

理解と協力を求め、工事を円滑に実施しなければならない。

第５章 施工管理

１．施工管理

(1) 請負者は、工事を安全に実施し、かつ品質を確保するために、スパン毎に次の

事項について適宜、監督員と協議を行い十分な管理を行わなければならない。

①工程

②安全・衛生

③施工環境

(2) 請負者は、一つの工程作業を原則として当日中に終了し、作業終了後は必ず通

水（仮通水を含む）させた状態にしなければならない。また、開削部においては、

仮復旧工を行い、速やかに交通開放しなければならない。

(3) 請負者は、現場状況等により施工計画に変更が生じた場合は、速やかに監督員

と協議するとともに、施工計画書の変更を行わなければならない。

２．工程管理

(1) 請負者は、毎週末または監督員の指示する曜日に、実施及び次週の予定工程表

を監督員に提出しなければならない。

(2) 請負者は、計画工程と実施工程に差が生じた場合は、必要な措置を講じて工事

の円滑な進行を図らなければならない。

(3) 請負者は日程の都合上、履行期間に含まれていない日（休日等）に調査を行う

必要がある場合、あらかじめその調査内容及び調査時間等について、監督員の承

諾を得なければならない。

３．安全・衛生管理

請負者は、労働災害はもとより、物件損害等の未然防止に努め、労働安全衛生法、

酸素欠乏症等防止規則、ならびに市街地土木工事公衆災害防止対策要綱等の定める

ところにしたがい、その防止に必要な措置を十分講じなければならない。

(1) 下水管渠更生工事における安全管理

①資格者の適正配置

②下水道管内作業に適した保護具の着用

③施工前の安全対策（情報収集）

④施工時の安全対策

⑤周辺環境への対策

⑥災害防止についての対策

(2) 酸素欠乏及び有害ガス等の安全処置
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(3) 供用中の施工における排水対策

(4) 安全に関する研修、訓練

４．施工環境管理

請負者は、施工中の環境に配慮するために、次の環境対策を講じなければならな

い。

(1) 工事広報

(2) 粉塵対策

(3) 臭気対策

(4) 騒音・振動対策

(5) 防爆対策

(6) 温水・排水熱対策

(7) 宅内逆流噴出等対策

なお、使用材料にスチレン等の有機溶剤が含まれている場合は、安全基準内の濃

度であることを確認し、その運搬、保管、施工時等の取扱いに当たり、臭気対策を

実施するとともに、関係法令を遵守して作業の安全に努めることとする。

第６章 品質管理

１．品質管理

請負者は、更生後の品質を確保するため、主任（監理）技術者の責任の下で、ス

パン毎に施工前、施工時及び施工後の品質管理について十分管理し、その結果が確

認できる資料を作成して監督員に報告しなければならない。

２．施工前の品質管理

請負者は、工事着手前に、使用する更生材料等の品質を確認するため、使用材料・

組成一覧表（材料証明書）、品質証明書、材料納品書（納品伝票等）、ミルシート等、

適正な管理下で製造されたことを証明する資料を監督員に提出しなければならない。

また、請負者は、必要に応じて物性試験を行い、その結果を監督員に提出しなけれ

ばならない。なお、これらを材料承認願として取りまとめ、提出することとする。

３．施工時の構築方法別品質管理

請負者は、構築方法別（熱硬化タイプ、光硬化タイプ、熱形成タイプ）に、次の

項目について施工計画書の記載内容を遵守して適切に管理しなければならない。ま

た、請負者は、施工計画書に記載された管理項目、管理値等を適切に管理するとと

もに、自動記録紙等に温度・圧力・時間等を記録し、監督員に提出しなければなら

ない。

(1) 熱硬化タイプ

①材料挿入（反転・引込）速度

②反転時及び拡径時の圧力管理

③硬化時の圧力管理

④硬化温度管理

⑤硬化時間管理

⑥冷却温度管理
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⑦冷却養生時間管理

(2) 光硬化タイプ

①材料挿入（反転・引込）速度

②反転時及び拡径時の圧力管理

③硬化時の電源管理

④硬化時の圧力管理

⑤硬化温度管理

⑥硬化時間管理

(3) 熱形成タイプ

①材料挿入（引込）速度

②蒸気加熱時の温度管理

③蒸気加熱時の圧力管理

④拡径、冷却時の温度管理

⑤拡径、冷却時の圧力管理

４．施工後の品質管理

請負者は、反転、形成工法で施工した採取試験片を使用して、公的試験機関や

ISO/IEC17025 認定試験所で試験を行わなければならない。試験片の採取頻度は管径

毎、ロッド番号毎とし、採取に当たっては、主任（監理）技術者が立会い、試験片

に検印すること。採取場所は、マンホール内の更生管両端管口の管底付近とする。

ただし、これによらない場合は、監督員の承諾を得るものとする。試験の際、以下

の点を確認し、その結果を監督員に提出しなければならない。

(1) 設計曲げ強度（短期）の試験結果が申告値を上回ること。

(2) 曲げ弾性係数（短期）の試験結果が申告値を上回ること。

(3) 耐薬品性が規格値を満足していること。

なお、耐震性能の確認のために引張特性、圧縮特性の試験を行う場合には、以下

の点を追加して確認し、その結果を監督員に提出することとする。

(1) 引張強度（短期）の試験結果は、申告値を上回ること。

(2) 引張弾性係数（短期）の試験結果は、申告値を上回ること。

(3) 圧縮強度（短期）の試験結果は、申告値を上回ること。

(4) 圧縮弾性係数（短期）の試験結果は、申告値を上回ること。

第７章 出来形管理

１．寸法管理

請負者は、更生管の出来形を把握するため、更生管内径、延長を計測しなければ

ならない。また、更生管と既設管渠の密着性を確認するため、更生管の内径につい

て、更生後 24 時間以降で図１に示す同じ測定位置で計測し、その記録を監督員に提

出しなければならない。

２．更生管厚み・内径の管理

請負者は、更生工事完了後の更生管厚又は仕上り内径が適正であることを、次の
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測定方法により確認しなければならない。

(1) 更生管の測定は、1 スパンの上下流マンホールの管口付近で行うこと。

(2) 更生管の測定箇所は、円周上の 6 箇所とする。ただし、マンホール内に更生管

を突き出した状態で更生を終了する場合には、突き出し部分の管厚に増減が生じ

るため、既設管渠と更生管の内径差により管厚を求めること。

(3) 更生管厚の検査基準は 6 箇所の平均管厚が呼び厚さ以上で、かつ、上限は＋20％

以内とし、測定値の最小値は設計更生管厚以上とする。なお、表１に示す内径以

上とし、既設管と同等の水理性能を確保しているものを合格とする。

(4) 更生管厚の測定は、更生管の縫い目を避けて行うこと。

３．内面仕上がり状況

(1) 請負者は、更生工事完了時において更生管内を洗浄し、取付管穿孔片を除去し

た後、全スパンについて目視又はＴＶカメラにより外観検査を行い、その結果を

監督員に提出しなければならない。なお、ＴＶカメラの場合、取付管口において

は必ず側視を行い、状況を入念に確認しなければならない。

(2) 請負者は、更生工事完了時において、更生管の既設強度、耐久性、水理性能等

を損なうようなシワ、たるみ、剥離、漏水及び異常変色等の欠陥や異常個所がな

いことを確認し、その結果を監督員に提出しなければならない。

(3) 請負者は、更生管と既設マンホールとの本管管口仕上げ部においては、浸入水、

仕上げ材の剥離、ひび割れ等の異常のないことを確認し、その結果を監督員に提

出しなければならない。

(4) 請負者は、取付管口の穿孔仕上げ状態として、既存の取付管口形態と流下性能

を確保し、新たに漏水、浸入水の原因となる状況を発生させていないことを確認

し、その結果を監督員に提出しなければならない。

４．工事記録写真等の撮影及び提出

請負者は、工事記録写真等検査結果及びフィルム等の記録を報告書に添付して監

督員に提出しなければならない。

第８章 提出図書

１．提出図書

請負者は、工事完了時に、以下に示す図書を監督員に提出しなければならない。

(1) 竣工図

図１（参考） 仕上り内径の測定位置
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(2) 事前調査報告書（ＴＶカメラ調査結果、事前処理箇所集計表）（※）

(3) 成果表（施工延長集計表、事前処理工・本管口仕上げ・取付管口仕上げ集計表）

(4) 材料表（納品伝票等）

(5) 施工管理報告書

(6) 温度管理・圧力管理記録表

(7) 出来形管理記録表

(8) 溶媒から発生するガス濃度測定記録表

(9) 品質性能試験報告書

(10)酸素欠乏等の濃度測定記録表

(11)工事写真（施工後ＴＶカメラ調査結果、工事記録写真等を含む）

(12)その他、監督員が指示するもの

※事前調査報告書については、調査終了後すみやかに提出すること。

第９章 その他

１．その他の事項

(1) 事前の調査及び作業において、下水道施設に破損、不等沈下等の異常を発見し

た場合は、すみやかに監督員に報告し、その指示に従うこと。

(2) 設計図書において特に明記していない事項であっても、作業上当然必要となる

ものについては、請負者の負担において処理すること。

(3) その他特に定めのない事項については、すみやかに監督員に報告し、指示を受

けて処理しなければならない。
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下水道工事特記仕様書

１．適用範囲

この特記仕様書は下記の工事に適用し、下水道工事共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）

及び下水道管渠更生工（自立管）特記仕様書と相違がある場合は、この特記仕様書が優先する。

(1)工事件名： 東福間地区汚水管渠改築工事（２０工区）

(2)工事箇所： 福津市 東福間 地内

(3)工  期： 契約締結日の翌日から ９０日間

２．請負者間の相互協力

隣接工事がある場合は、隣接する請負業者と連絡・工程調整を密に図り、地域住民や通過交

通等公衆に迷惑を及ぼすことのないよう十分に配慮すること。

３．工事施工の制限等

(1) 施工については、即日復旧を行い、道路開放することを原則とする。

(2) やむを得ず即日復旧による開放ができない場合は、対応策等について監督員へ連絡するこ

と。

(3) 敷鉄板、覆工板等により開放を行う場合は、監督員へ連絡するとともに、振動や騒音など

の対策を行い、付近住民や通過交通へ迷惑を及ぼすことのないよう、周知徹底すること。

４．法定外の労災保険の付保

本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。

５．交通誘導員

(1) 本工事における交通誘導員の配置は、以下のとおりとする。

  イ) 管更生        3 人配置（交通誘導員 B 3 人）

(2) 交通誘導員の配置は、道路管理者の条件（道路使用許可書）や発注者の指示又は地元要望等

により監督員と協議のうえ配置すること。

(3) 交通誘導員の資格については、原則として交通誘導警備検定合格者（１級または２級）を配

置すること。ただし、上記の資格者を配置できない場合は、監督員に警備員名簿および教育実

施状況等に関する資料を提出し、交通誘導に関する専門的な知識および技能を有するか承諾を

得なければならない。

６．その他

(1) 作業に先立ち、住民の方に作業の説明を行い、宅地への立ち入りの承諾を得たのち、宅内汚

水桝に止水プラグを設置し、水中ポンプで水替えを行うこと。
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作業完了後は、止水プラグを取り外したことを必ず確認し、住民の方に作業の完了を報告する

こと。

(2) 住宅地内での作業ということを理解し、大声での会話や住宅の軒先に座り込んでの休憩等、

住民に不快を与えるような行動は慎むこと。

(3) 施工後の臭気について、住民が不調を訴えた場合は、その都度誠意を持って、消臭等の対応

をすること。

(4) 施工機材の配置によって、住宅からの出入に支障をきたす場合は、事前にその住民の方に説

明し、対応策等を伝えること。

(5) 現場硬化管（自立管）の耐薬品性試験に関する項目について、令和 3 年度よりガラス繊維な

しの更生材においても「管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン（2017 年版）」

を適用開始時期となるため、工法選定に十分注意すること。



1/500

更 生 材

既 設 管

自立管仕様
既設管径φ250㎜

参考図：標準更生断面図

事 業 者 福 岡 県 福 津 市

東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）

記　号 名　　称 記　号 名　　称

250

3.0‰

100.0ｍ

管路　形状（㎜）

番号　勾配（‰）

幹線　延長（ｍ）

3.0‰

100.0ｍ

250 管路　形状（㎜）

枝線　延長（ｍ）

実 施 路 線

（ 本 管 ）

計 画 路 線

既 設 路 線

0号マンホール

特１号
楕円マンホール

１号マンホール

２号マンホール

３号マンホール

４号マンホール

特殊マンホール

番号　勾配（‰）

レジン製
小型マンホール

レジン製
小型マンホール

△

内副官付
マンホール

外副官付
マンホール

電 話 地 中 線

電 力 地 中 線

ガ  ス  管

水　道  管

水　道  管

250

実 施 路 線
 (取付管)

汚 水 マ ス

１

23

HPφ250㎜ 19.51m

24

HPφ250㎜ 20.03m

位置図　S=1：10,000
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HPφ250㎜ 19.72m
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1/500 1/500

更 生 材

既 設 管

自立管仕様
既設管径φ250㎜

参考図：標準更生断面図

事 業 者 福 岡 県 福 津 市

東福間地区汚水管渠改築工事（20工区）

記　号 名　　称 記　号 名　　称

250

3.0‰

100.0ｍ

管路　形状（㎜）

番号　勾配（‰）

幹線　延長（ｍ）

3.0‰

100.0ｍ

250 管路　形状（㎜）

枝線　延長（ｍ）

実 施 路 線

（ 本 管 ）

計 画 路 線

既 設 路 線

0号マンホール

特１号
楕円マンホール

１号マンホール

２号マンホール

３号マンホール

４号マンホール

特殊マンホール

番号　勾配（‰）

レジン製
小型マンホール

レジン製
小型マンホール

△

内副官付
マンホール

外副官付
マンホール

電 話 地 中 線

電 力 地 中 線

ガ  ス  管

水　道  管

水　道  管

250

実 施 路 線
 (取付管)

汚 水 マ ス

HPφ250㎜ 19.43m

27

HPφ250㎜　19.67m

30

HPφ250㎜　19.82m

31

HPφ250㎜　20.28m

32

位置図　S=1：10,000


